
平成 18 年 12 月 27 日

大阪市「創造都市戦略（仮称）」への要望 

社団法人関西経済同友会 都心居住推進委員会 

（はじめに） 

 関西経済同友会は、大阪都心における居住をテーマに、調査・研究活動を実施し、2006 年４月

には「大阪・都市ブランド戦略の推進～『都心で住む』から『都心で暮らす』へ～」と題する提

言を取りまとめ、大阪市長を始めとする関係部局に提示した。 

市政改革が進展する中、次なる時代の大阪の活性化を目指し、新しい発想に基づく都市経営戦

略の取組が始まった。私たちは、「『(仮称)創造都市戦略』の策定に向けて－骨子案－」への検討

過程で出された、今までのやり方を変更する、人に着目する、市民の知恵･知識を結集する、既存

ストックを活用するという方向性を率直に評価し、また期待する。 
都市経営戦略としての意義を重視し、豊富な資源と場の固有性を活かして多くの創造的人材が

魅力を感じて集まる大阪の都市ブランドを確立すべく、今後の具体化の検討にあたり、以下の 5
つの要望を取りまとめた。大阪市の次代の姿がイメージできる重要課題としての取り組みを期待

する。 
 

＜創造都市戦略(仮称)の確実な実行＞ 

 
１．市長のリーダーシップによる実行体制の実現 

市長直轄のプロジェクトとして位置づけ、市長の強い意志とリーダーシップのもと、部局の壁を越えた庁内横

断的な専門チームを編成し、大阪市の総力を挙げて、次なる時代の目指すべき大阪の実現に向けて、市

政改革と創造都市戦略との両輪で取り組んでいくべきである。 

・ 市政改革マニフェストの中で「創造都市」への取り組みが謳われている。市政改革が進展し

つつある大阪市においては、世界的に都市間競争が進む中、次なる時代の目指すべき大阪を

実現する重要な攻めの施策として、市政改革と創造都市戦略との両輪で取り組むことが望ま

れる。 

・ 市長直轄のプロジェクトとして位置づけ、市長の強力な意志とリーダーシップのもと、庁内

横断的な専門チームを編成し、大阪市の総力を挙げて取り組むべきである。なお、チームに

は有識者などの外部人材の登用も検討する必要がある。 

・ さらに、縦割りの予算獲得による事業実行計画ではなく、市長の決断で優先順位を絞込み、

各部局がこれに従うという上意下達の実行体制を確立し推進する必要がある。 
 

２．目指すべき都市ビジョンづくりと共有化による実行力の強化 

目指すべき大阪の都市ビジョンと、その実現のための方向性を示し、庁内でビジョン・方向性を共有した上

で具体策へと進めるべきである。また、その際、予算と事業のサイクルを併せて進めることが重要である。 



・まず、トータルな目標を示し、目指すべき大阪の都市ビジョンを示した上で、その実現のため

の方向性を示すこと、そのビジョン・方向性を共有した上での、実施に向けた庁内のコンセン

サスづくりが必要である。その際、縦割りの一部門としての施策にとどめるのではなく、すべ

ての施策の横串をとおす政策融合が必要である。 

・具体策の確実な実行のためには、従来の単年度予算方式ではなく、予算と事業のサイクルをあ

わせて進めることが必要である。 

・ビジョンとなる「あってほしい街」への取り組みにおいては、大阪という枠にとどまらず、京

都や神戸、奈良など関西という広域的視点で捉え、「求められる街」となるように、必要に応じ

て他市や他府県を巻き込んだ広域的な連携で考え、大阪市長がリーダーシップを取るべきであ

る。 
 

３．市民に分かりやすい情報開示と PDCA サイクルによる実施 

市民の理解を得、その意見を反映するためには、情報開示を進め、事業化過程を明確にするとともに、目標

と行程を明確にし、達成状況を管理するＰＤＣＡサイクルにより着実な実行を図ることが必要である。 

・総花的なものではなく、選択と集中を進め、5 年を目途に政策の目標と行程を明確化し、達成

状況を管理する PDCA サイクルによる着実な実行を図ることが望まれる。 

・市民の理解を得るため、事業化とその過程に関し、市民に分かりやすい情報開示に努めること

が必要である。具体的な施策の進め方の手順や、市民との協働を進める上で市民がどのように

参画でき、どのように事業化が進められるかなどの、道筋を明確化すべきである。 

・市民の意見を反映するためには、対話形式の意見交換を行うことが重要である。その際、市民

の知恵・知識を結集するには、従来の地域振興会を通じた住民意見の反映方法に加えて、多様

な人材を抱合する「わがまち会議」や、新しい活動に取り組むプレーヤー、大阪で働き遊ぶ昼

間人口と呼ばれる街中で活動する企業人・産業人の意見を吸い上げる仕組みづくりと、トップ

ダウンによる「目指すべき街」を進める両方のアプローチが望まれる。 
 
＜創造都市戦略(仮称)に盛り込むべき内容＞ 

 
４．創造的人材と創造的産業を育成する攻めの戦略としての基盤強化と誘致戦略 

大阪に必要とされる創造的人材を活かす場づくりと、独自性のある創造的産業の基盤づくりと誘致戦略を、

部局横断的な取り組みのもとに展開すべきである。 

・ 国際都市であり特にアジアの拠点となる大阪のために「どのような創造的人材を育てるのか」、

「どのような創造的産業を発展させるのか」、市民に向けて具体的な人材像や産業像を提示す

るとともに、世界に向けて『価値』を創造し発信する大阪のイメージを示すべきである。 



・ 創造的人材については、文化芸術人材のみならず、サイバーテクノロジーの研究者・科学者

など、大阪が今後取り組む分野の人材を絞り込みイメージを明確に打ち出すとともに、部局

間の情報交換を密にし、部局横断で相乗的効果が発揮される施策を展開することを強く望む。 

・ 創造的人材を活かす場づくりを進めるとともに、文化芸術産業や生活創造産業などのエンタ

ーテインメント産業や知的集約型のソフト産業などの都市型産業を振興し、それをヒト・モ

ノ・カネ・情報が流通する商都大阪が培ってきた様々な伝統やノウハウとの融合を図り独自

性のある大阪の創造的産業として発展させることが、更なる創造的人材を呼び込む基盤づく

りとなる。 

・ その際、関西という広域的な視点のもとに、育成した人材や企業を評価し活用するためのプ

ロデューサーを育成するとともに、資金調達の円滑化を進めるための金融マーケットを再生

するなど、更なる成長のための機会を用意することが必要である。 
 

５．都市ブランディングの実践 

街の魅力を作り出す都市ブランディングの視点のもとに、市民との協働で地域の固有性を活かした魅力づ

くりと施策の徹底化を進め、シビックプライドの醸成に取組むことが重要である。 

・「住み・働き・暮らす街」として、創造的人材をはじめ、知識社会をリードする多様な人々に選

ばれるための、エリアの再生・整備に、地元の活動団体と協働で取り組むことが重要である。

大阪都心部には、緑が少なく、街並みへの配慮だけでなく、他地域や外国人に配慮した親切な

サインがない。また、若者が集まる拠点や、文化芸術家が活動する拠点、安心して子供を育て

られる拠点、シニアが積極的に活動できる拠点など、「エリアごとのブランドづくり」ができて

いない上に、むしろ「不法駐車、汚れた街、身勝手なふるまい」といったマイナスイメージが

先行し、人材を集めるために不可欠な要素である「安全」や「安心」、「情報」などについても

確保されているとは言いがたい。豊富な資源と場の固有性を活かした街中の魅力づくりへの取

り組みと、市民が誇れるシビックプライドの醸成が、創造都市として選ばれる街づくりの継続

性の上で大きな意味を持つことを認識すべきである。 

・ 既存ストックの活用に関しては、ハードのみならず個性豊かなソフトストックの活用を促進

する方策が必要である。例えば、①水都として川を活かした街づくりを進める中之島や東横

堀川地域、歴史的都市資産を活かした御堂筋や三休橋および上町台地などで展開されている

市民を主体とする活動を活かすこと、②船場後退線など評価できる現行施策を徹底すること、

③優れた既存施設間の情報ネットワーク化を進め、市民の利便・活用のしやすさを高めるこ

と、などの市民力の醸成や継続的取り組み、知恵と工夫を発揮すべきである。 
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